
別紙4

(単位:円)

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

　　現金預金 現金手許有高 － 運転資金として － － 27,168,207

　　　現金 － － － 0

　　　　小口現金 － － － 0

　　　預貯金 － － － 27,168,207

三菱東京UFJ銀行（法人） 普通預金　滝子支店 － － － 9,452,622

三菱東京UFJ銀行（デイサービス） 普通預金　滝子支店 － － － 249,233

三菱東京UFJ銀行会費口 普通預金　滝子支店 － － － 1,000

三菱東京UFJ銀行（共同募金） 普通預金　滝子支店 － － － 352,657

　　　　郵便局（賛助会費） ゆうちょ銀行（瑞穂郵便局） － － － 0

三菱東京UFJ銀行（緊急小口資） 普通預金　滝子支店 － － － 0

三菱東京UFJ（預り金） 普通預金　滝子支店 － － － 400,111

三菱東京UFJ銀行（福祉基金） 普通預金　滝子支店 － － － 0

　　　　蒲郡信用金庫(法人) 普通預金　瑞穂通支店 － － － 9,822

　　　　瀬戸信用金庫(デイサービス) 普通預金　瑞穂通支店 － － － 9,778

　　　　愛知銀行(デイサービス) 普通預金　桜山支店 － － － 9,346

　　　　名古屋銀行(デイサービス) 普通預金　桜山支店 － － － 9,346

三菱東京UFJ（児童館） 普通預金　石川橋支店 － － － 12,941,185

三菱東京UFJ（福祉会館） 普通預金　石川橋支店 － － － 3,733,107

　　事業未収金 － ３、４月分介護報酬等 － － 12,699,427

　　未収金 － 臨時職員配置経費等 － － 1,427,202

　　未収補助金 － サロン運営助成金等 － － 305,470

　　立替金 － － － 0

　　前払金 － はつらつ会場費等 － － 129,238

　　前払費用 － デイサービス車両保険料等 － － 739,597

　　仮払金 － － － 0

42,469,141

財　産　目　録
平成30年03月31日現在

法 人:社会福祉法人　名古屋市瑞穂区社会福祉協議会

事 業:法人全体

Ⅰ 資産の部

　1 流動資産

流動資産合計



　　建物
(法人運営)建物　瑞穂区佐渡町３－
１８

2000年度 本部として使用している 104,115,000 44,385,876 59,729,124

　　建物 (法人運営)電気設備 2000年度 46,436,500 44,579,040 1,857,460

　　建物 (法人運営)衛生設備 2000年度 8,571,400 8,228,544 342,856

　　建物 (法人運営)空調設備 2000年度 22,479,600 22,479,599 1

　　建物 (法人運営)ガス設備 2000年度 3,338,400 3,204,864 133,536

　　建物 (法人運営)ＥＶ設備 2000年度 14,135,000 13,004,200 1,130,800

　　建物
(デイサービス)建物　瑞穂区佐渡町
３－１８

2000年度 通所介護施設として使用している 113,340,000 48,318,624 65,021,376

　　建物 (デイサービス)電気設備 2000年度 13,550,000 13,008,000 542,000

　　建物 (デイサービス)衛生設備 2000年度 30,140,000 28,934,400 1,205,600

　　建物 (デイサービス)空調設備 2000年度 16,110,000 16,109,999 1

　　建物 (デイサービス)ガス設備 2000年度 1,290,000 1,238,400 51,600

　　建物 (デイサービス)ＥＶ設備 2000年度 5,080,000 4,673,600 406,400

130,420,754

　　定期預金 － － － 2,000,000

　　　丸八信用組合（法人） 本店 － 基本財産 － － 2,000,000

132,420,754

　　構築物 自転車置場用サイクルポート 他 － 1,881,500 1,339,536 541,964

　　機械及び装置 機械入浴装置 他 － 7,100,000 7,099,999 1

　　車輌運搬具
小型貨物自動車（スズキエブリィ）
他１台

－ 事業用として使用している 1,681,400 1,347,731 333,669

　　器具及び備品 道路案内看板 他 － 5,980,228 5,860,212 120,016

　　権利 電話加入権 他 － － － 238,240

　　長期貸付金 － － － 0

　　　貸付事業資金貸付金 － － － 0

　　福祉基金積立資産 － － － 125,872,480

　　　岡崎信用金庫（法人） 定期預金　瑞穂支店 －
寄付者により地域福祉事業に使用す
ることが指定されている

－ － 10,000,000

　　　丸八信用組合（法人） 定期預金　本店 －
寄付者により地域福祉事業に使用す
ることが指定されている

－ － 10,000,000

　　　第326回10年国債 SMBC日興証券株式会社 －
寄付者により地域福祉事業に使用す
ることが指定されている

－ － 19,991,339

　　　第137回20年国債 大和証券株式会社 －
寄付者により地域福祉事業に使用す
ることが指定されている

－ － 10,000,000

　　　第141回20年国債 野村証券株式会社 －
寄付者により地域福祉事業に使用す
ることが指定されている

－ － 20,000,000

三菱東京UFJ銀行（福祉基金） 普通預金　滝子支店 －
寄付者により地域福祉事業に使用す
ることが指定されている

－ － 15,881,141

　　　第210回神奈川県債 野村証券株式会社 －
寄付者により地域福祉事業に使用す
ることが指定されている

－ － 10,000,000

　　　第15回なごやか市民債 野村証券株式会社 －
寄付者により地域福祉事業に使用す
ることが指定されている

－ － 30,000,000

　　修繕等積立資産 － － － 112,218,947

　　　デイサービス修繕費等積立資産 －
将来における修繕費として積み立て
ている預金及び債券

－ － 94,168,947

　　　　瀬戸信用金庫 定期預金　瑞穂通支店 －
将来における修繕費として積み立て
ている預金

－ － 10,000,000

　　　　三菱東京UFJ（積立口） 定期預金　滝子支店 －
将来における修繕費として積み立て
ている預金

－ － 34,168,947

　　　　愛知銀行 定期預金　桜山支店 －
将来における修繕費として積み立て
ている預金

－ － 10,000,000

　　　　名古屋銀行 定期預金　桜山支店 －
将来における修繕費として積み立て
ている預金

－ － 10,000,000

　　　　第15回なごやか市民債 みずほ証券株式会社 －
将来における修繕費として積み立て
ている債券

－ － 30,000,000

　　　法人運営修繕等積立資産 －
将来における修繕費として積み立て
ている預金及び債券

－ － 18,050,000

　　　　蒲郡信用金庫 定期預金　瑞穂通支店 －
将来における修繕費として積み立て
ている預金

－ － 8,050,000

　　　　第15回なごやか市民債 みずほ証券株式会社 －
将来における修繕費として積み立て
ている債券

－ － 10,000,000

　　その他の固定資産 － － － 37,700

　　　リサイクル料預け金 － 自動車リサイクル料 － － 37,700

239,363,017

371,783,771

414,252,912

　2 固定資産

　(1)  基本財産

小  計

基本財産合計

　(2)  その他の固定資産

その他の固定資産合計

固定資産合計

資産合計



　　事業未払金 － － － 2,777,137

　　その他の未払金 － － － 2,036,289

　　１年以内返済予定設備資金借入金 － － － 5,540,000

　　未払費用 － － － 6,193,345

　　預り金 － － － 372,985

　　職員預り金 － － － 31,089

　　　雇用保険 － － － 31,089

　　前受金 － － － 246,176

17,197,021

　　設備資金借入金 独立行政法人福祉医療機構 － － － 0

0

17,197,021

397,055,891

(記載上の留意事項)

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載する。

　なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・｢貸借対照表価額｣欄は、｢取得価額｣欄と｢減価償却累計額｣欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ｢取得年度｣欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。

　また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。

　2 固定負債

固定負債合計

負債合計

差引純資産

Ⅱ 負債の部

　1 流動負債

流動負債合計


